
令和６年度介護報酬改定の主な事項について
（居宅介護⽀援・介護予防⽀援）

資料２－３



令和６年度介護報酬改定の主な事項について（居宅介護支援・介護予防支援）

〇運営等に関する基準条例の一部改正について

 日光市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（以下「居宅介護支援基準等条例」という。）

 日光市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等
を定める条例 （以下「介護予防支援基準等条例」という。）

法・・・介護保険法を指す。

運営基準・・・指定居宅介護支援は居宅介護支援基準等条例または指定介護予防支援は介護予防支援基準条例を指す。

解釈・・・指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に
１１１１１１１１１１ついて（厚生労働省通知）を準用。

※現時点での考え等を示しますが、今後のQ&A等により変更もありますので適宜最新情報の確認をお願いします。

厚生労働省「令和６年度報酬改定について」の資料を一部引用しています。

令和５年度集団指導 居宅介護⽀援・介護予防⽀援
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項 目 概 要 根拠法令等 解釈、留意点等
管理者 〇管理者が 他の事業所の職務に従事する場合（その管

理する指定居宅介護（予防）支援事業所の管理に支障がない場
合に限る。）
※同一敷地内の が削除

・居宅介護支援
運営基準第6条2項

〇他の事業所と兼務する場合
例えば、訪問系サービスの事業所において訪問サービスそのものに従事する
従業者と兼務する場合（当該訪問系サービス事業所における勤務時間が極
めて限られている場合を除く。）及び事故発生時や災害発生時の緊急時に
おいて管理者自身が速やかに当該指定居宅介護（予防）支援事業所又は
利用者の居宅に駆け付けることができない体制となっている場合は管理者の
業務に支障があると考えられる。また、併設する事業所に原則として常駐す
る老人介護支援センターの職員、訪問介護、訪問看護等の管理者等との兼
務は可能と考えられる。なお、介護保険施設の常勤専従の介護支援専門員
との兼務は認められないものである。（ が新設。）

〇以下のような、主任介護支援専門員の確保が難しく困難である等やむを得
ない理由がある場合については、管理者を介護支援専門員とする取扱いを
可能とする。（新設）
・本人の死亡、長期療養など健康上の問題の発生、急な退職や転居等不
測の事態により、主任介護支援専門員を管理者とできなくなってしまった
場合であって、主任介護支援専門員を管理者とできなくなった理由と、今
後の管理者確保のための計画書を保険者に届け出た場合。なお、この場
合、管理者を主任介護支援専門員とする要件の適用を１年間猶予する
するとともに、当該地域に他に指定居宅介護支援事業所がない場合など、
利用者保護の観点から特に必要と認められる場合には、保険者の判断に
より、この猶予期間を延長することとする。（新設）

・特別地域居宅介護支援加算又は中山間地域等における小規模事業所加
算を取得できる場合。（新設）
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項 目 概 要 根拠法令等 解釈、留意点等

管理者 〇指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定介護
予防支援事業所」という。）ごとに常勤の管理者を置かなければならない。

〇地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項
の規定により置く管理者は、専らその職務に従事する者でなければならな
い。ただし、指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該
指定介護予防支援事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防
支援事業者である地域包括支援センターの職務に従事することができる
ものとする。

〇指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規
定により置く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６
号）第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員（以下こ
の項において「主任介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし、
主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由があ
る場合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第
１項に規定する管理者とすることができる。

〇前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、
次に掲げる場合は、この限りでない。
(１) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員
の職務に従事する場合

(２) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護
予防支援事業所の管理に支障がない場合に限る。

（ について新設）

・介護予防支援
運営基準第6条

（新設）
〇地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業所に置くべき管理者は、専らその職務に従事
する常勤の者でなければならないが、介護予防支援の業務又は当該指定介護予防支援事業所である地域
包括支援センターの業務に従事する場合はこの限りでないこととされている。

〇地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業所の管理者は、指定介護予防支援事業所
の営業時間中は、常に利用者からの利用申込等に対応できる体制を整えている必要があるものであり、管理
者が指定介護予防支援事業所である地域包括支援センターを兼務していて、その業務上の必要性から党
がい事務所に不在となる場合であっても、その他の従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡が取れ
る体制としておく必要がある。

〇指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業所に置くべき管理者は、主任介護支援専門員で
あって、専ら管理者の職務に従事する常勤の者でなければならないが、当該指定介護予防支援事業所の介
護支援専門員の職務に従事する場合及び管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定
介護予防支援事業所の管理に支障がない場合に限る。）は必ずしも専ら管理者の職務に従事する常勤の者
でなくても差し支えないこととされている。この場合、他の事業所とは、必ずしも指定介護予防サービス事業を
行う事業所に限るものではなく、例えば、介護保険施設、病院、診療所、薬局等の業務に従事する場合も、
当該指定居宅かいご支援事業所の管理に支障がない限り認められるものである。

〇指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業所の管理者は、指定介護予防支援事業所の営業
時間中は、常に利用者からの利用申込等に対応できる体制を整えている必要があるものであり、管理者が介
護支援専門員を兼務していて、その業務上の必要性から当該事業所に不在となる場合であっても、その他
の従業者を通じ、利用者が適切に管理者に連絡が取れる体制としておく必要がある。

〇例えば、訪問系サービスの事業所において訪問サービスそのものに従事する従業者と兼務する場合（当該訪
問系サービス事業所における勤務時間が極めて限られている場合を除く。）及び事故発生時や災害発生時
の緊急時において管理者自身が速やかに当該指定介護予防支援事業所又は利用者の居宅に駆け付ける
ことができない体制となっている場合は管理者の業務に支障があると考えられる。

〇以下のような、主任介護支援専門員の確保が難しく困難である等やむを得ない理由がある場合については、
管理者を介護支援専門員とする取扱いを可能とする。
・本人の死亡、長期療養など健康上の問題の発生、急な退職や転居等不測の事態により、主任介護支援
専門員を管理者とできなくなってしまった場合であって、主任介護支援専門員を管理者とできなくなった
理由と、今後の管理者確保のための計画書を保険者に届け出た場合。なお、この場合、管理者を主任介
護支援専門員とする要件の適用を１年間猶予するするとともに、当該地域に他に指定居宅介護支援事
業所がない場合など、利用者保護の観点から特に必要と認められる場合には、保険者の判断により、この
猶予期間を延長することとする。（新設）

・特別地域居宅介護支援加算又は中山間地域等における小規模事業所加算を取得できる場合。
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項 目 概 要 根拠法令等 解釈、留意点等
管理者の責
務

〇指定居宅介護（予防）支援事業所の管理者は、当該指定
居宅介護（予防）支援事業所ｎ介護支援専門員（担当職員）
その他の従業者の管理、指定居宅介護（予防）支援の利用
の申し込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管
理を一元的に行わなければならない。

・居宅介護支援
運営基準第20条
・介護予防支援
運営基準第19条

〇指定居宅介護（予防）支援事業所の管理者は、介護保険法の基本理念
を踏まえた利用者本位の指定居宅介護（予防）支援の提供を行うため、
当該指定居宅介護（予防）支援事業所の介護支援専門員（担当職員）
等の管理、利用申込みに係る調整、業務の実施状況の把握等を一元的
に行うとともに、職員に指定基準の規定を遵守させるために必要な指揮
命令を行う必要がある。また、管理者は、日頃から業務が適正に行われ
ているか把握するとともに、従業者の資質向上や健康管理等、ワーク・ラ
イフ・バランスの取れた働きやすい職場環境を醸成していくことが重要で
ある。（新設）
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項 目 概 要 根拠法令等 解釈、留意点等

掲示
〇指定居宅介護（予防）支援事業者は、原則として、重要事項を

ウェブサイトに掲載しなければならない。（新設）

・居宅介護支援
運営基準第27条第
3項
・介護予防支援
運営基準第26条第
3項

〇重要事項を当該指定居宅介護（予防）支援事業者のウェブサイトに掲載する
ことを規定したものであるが、ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介
護サービス情報公表システムのことをいう。なお、指定居宅介護（予防）支援
事業者は、重要事項の掲示及びウェブサイトへの掲載を行うにあたり、次に掲
げる点に注意する必要がある。（新設）

居宅介護支援事業所の場合
介護保険法施行規則140第の44各号に掲げる基準に該当する指定居宅
介護（予防）支援事業所については、介護サービス情報制度における報告
義務の対象でではないことから、基準省令第22条第3項の規定によるウェ
ブサイトへの掲載は行うことが望ましいこと。なお、ウェブサイトへの掲載を行
わない場合も、掲示は行う必要があるが、これを同条第項や基準省令第
31第1項の規定に基づく措置に代えることができる。（新設）

介護予防支援事業所の場合
指定介護予防支援事業者が、自ら管理するホームページ等を有さず、
ウェブサイトへの掲載が過重な負担となる場合は、これを行わないことがで
きること。なお、ウェブサイトへの掲載を行わない場合も基準第1項に規定
する書面掲示は行う必要があるが、これを同条第2項や基準第33条第1
項の規定に基づく措置に代えることができること。（新設）
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項 目
概 要

根拠法令等 解釈、留意点等

従業者の員数
〇地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者

は、当該指定に係る事業所 ごとに１以上の員数

の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の保健師その他の

指定介護予防支援に関する知識を有する職員（以下「担当職員」と

いう。）を置かなければならない。

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当

該指定に係る事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提

供に当たる必要な数の介護支援専門員を置かなければならない。

（ について新設）

介護予防支援
・運営基準 第5条

〇基準第2条第1項において、地域包括支援センターの設置者である指定介
護予防支援事業者は、１以上の員数の担当者を置かなければならないとさ
れているが、介護予防支援事業者は、担当する区域の状況を踏まえ、必要
な担当職員を配置するか、あるいは指定居宅介護支援事業者に業務の一
部を委託することにより、適切に業務を行えるよう体制を整備する必要がある
ことを示しているものである。
なお、基準においては、配置する職員について常勤又は専従等の要件を満
たしていないが、指定介護予防支援事業所の営業時間中は、常に職員がそ
の業務上の必要性から、又は他の業務を兼ねていることから、当該事業所
に不在となる場合であっても、管理者、その他の従業者等を通じ、利用者が
適切に担当職員に連絡が取れるなど利用者の支援に支障が生じないよう体
制を整えておく必要がある。また、担当職員が非常勤の場合や他の業務と兼
務している場合にも、介護予防支援の業務については、介護予防支援事業
者の指揮監督に基づいて適切に実施するよう留意しなければならない。

〇基準第2条第2項において、指定居宅介護支援事業者である指定介護予防
支援事業者は、1以上の員数の介護支援専門員を置かなければならないと
されているが、①に準じて取り扱うものとする。
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項 目
概 要

根拠法令等 解釈、留意点等

指定居宅介護支援
の具体的取り扱い

方針

〇(１５) 介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、利用者及びその家族、指

定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない

限り、次に定めるところにより行わなければならない。

（ について新設）

ア 少なくとも１月に１回、利用者に面接すること。

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただ

し、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に１回、利用者の居宅

を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、

テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができるものとする。

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用

者の同意を得ていること。

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、

担当者その他の関係者の合意を得ていること。

a 利用者の心身の状況が安定していること。

b 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。

c 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握で
きない情 報について、担当者から提供を受けること。

・居宅介護支援
運営基準第16条1
項第15号

（新設）

〇面接は、原則、利用者の居宅を訪問することにより行うこととする。
ただし、基準第13条第14号ロ⑴及び⑵の要件を満たしている場合であって、少なくとも2月に1回

利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装
置等を活用して面接を行うことができる。なお、テレビ電話装置等を活用して面接を行う場合におい
ても、利用者の状況に変化が認められた場合においては、居宅を訪問することによる面接に切り替
えることが適当である。また、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生
労働省「胃ろう・介護関係事業者における個人情報の適切な扱いのためのガイダンス」、厚生労働
省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。
テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、以下のイからホに掲げる事項について留意
する必要がある。
イ 文書により利用者の同意を得る必要があり、その際には、利用者に対し、テレビ電話装置等によ
る面接のメリット及びデメリットを含め、具体的な実施方法（居宅への訪問は2月に1回であること等）
を懇切丁寧に説明することが重要である。なお、利用者の認知機能が低下している場合など、同意
を得ることが困難と考えられる利用者については、後述のロの要件の観点からも、テレビ電話装置
等を活用した面接の対象者として想定されない。
ロ 利用者の心身の状況が安定していることを確認するに当たっては、主治の医師等による医学的
な観点からの意見や、以下に例示する事項等も踏まえて、サービス担当者会議等において総合的
に判断することが必要である。
・介護者の状況の変化が無いこと。
・住環境に変化が無いこと（住宅改修による手すり設置やトイレの改修
等を含む）
・サービス（保険外サービスも含む）の利用状況に変化が無いこと
ハ テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、利用者がテレビ電話装置等を介して、利
用者の居宅において対面で面接を行う場合と同程度の応対ができる必要がある。なお、テレビ電話
装置等の操作については、必ずしも利用者自身で行う必要はなく、家族等の介助者が行うことは差
し支えない。
ニ テレビ電話装置等を活用して面接を行う場合、画面越しでは確認できない利用者の健康状況や
住環境の情報については、サービス事業所の担当者からの情報提供により保管する必要がある。こ
の点について、サービス事業所の担当者の同意を得るとともにサービス事業所の担当者の過度な
負担とならないよう、情報収集を依頼する項目や情報量については留置が必要である。なお、サー
ビス事業所の担当者に情報収集を依頼するに当たっては、別途通知する「情報連携シート」を参考
されたい。
ホ 主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得る方法としては、サービス担当者会議のほか、
利用者の通院や訪問診療への立会時における主治の医師への意見照会や、サービス事業所の担
当者との日頃の連絡調整の際の意見照会も想定されるが、いずれの場合においても、合意に至る
までの過程を記録しておくことが必要である。
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項 目
概 要

根拠法令等 解釈、留意点等

指定介護
予防支援
の具体的
取扱方針

〇担当職員は、第１４号に規定する実施状況の把握（以下「モニタリング」という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定介護

予防サービス等事業者との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行わなければならない。

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算して３月に１回、当該利用者に面接すること。

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サー

ビスの提供を開始する月の翌月から起算して３月ごとの期間（以下この号において単に「期間」という。）について、少なくとも連

続する２期間に１回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話装置等を

活用して、利用者に面接することができる。

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を得ていること。

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。

a 利用者の心身の状況が安定していること。

b 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通を行うことができること。

c 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない情報について、担当者から提供を受けること。

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接す

ること。

エ 利用者の居宅を訪問しない月（イただし書の規定によりテレビ電話装置等を活用して利用者に面接する月を除く。）においては、

可能な限り、指定介護予防通所リハビリテーション事業所（指定介護予防サービス等基準第１１７条第１項 に規定する指定介

護予防通所リハビリテーション事業所をいう。） を訪問する等の方法により利用者に面接するよう努めるとともに、当該面接がで

きない場合にあっては、電話等により利用者との連絡を実施すること。

（ について新設）

・介護予防
支援
運営基準第
36条

（新設）
〇面接は、原則、利用者の居宅を訪問することにより行うこととする。

ただし、基準第30条第16号ロ⑴及び⑵の要件を満たしている場合であって、サービスの提供を
開始する月の翌日から起算して3月ごとの期間（以下「期間」という。）のうち、少なくとも2期間に1回
利用者の居宅を訪問することによって面接を行うときは、利用者の居宅を訪問しない期間において
は、テレビ電話装置等を活用して面接を行うことができる。なお、テレビ電話装置等を活用して面接
を行う場合においても、利用者の状況に変化が認められた場合においては、居宅を訪問することに
よる面接に切り替えることが適当である。また、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保
護委員会・厚生労働省「胃ろう・介護関係事業者における個人情報の適切な扱いのためのガイダン
ス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。
テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、以下のイからホに掲げる事項について留意す
る必要がある。
イ 文書により利用者の同意を得る必要があり、その際には、利用者に対し、テレビ電話装置等による
面接のメリット及びデメリットを含め、具体的な実施方法（居宅への訪問は2期間に1回であること等）
を懇切丁寧に説明することが重要である。なお、利用者の認知機能が低下している場合など、同意
を得ることが困難と考えられる利用者については、後述のロの要件の観点からも、テレビ電話装置等
を活用した面接の対象者として想定されない。
ロ 利用者の心身の状況が安定していることを確認するに当たっては、主治の医師等による医学的な
観点からの意見や、以下に例示する事項等も踏まえて、サービス担当者会議等において総合的に
判断することが必要である。
・介護者の状況の変化が無いこと。
・住環境に変化が無いこと（住宅改修による手すり設置やトイレの改修等を含む）
・サービス（保険外サービスも含む）の利用状況に変化が無いこと
ハ テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、利用者がテレビ電話装置等を介して、利
用者の居宅において対面で面接を行う場合と同程度の応対ができる必要がある。なお、テレビ電話
装置等の操作については、必ずしも利用者自身で行う必要はなく、家族等の介助者が行うことは差
し支えない。
ニ テレビ電話装置等を活用して面接を行う場合、画面越しでは確認できない利用者の健康状況や
住環境の情報については、サービス事業所の担当者からの情報提供により保管する必要がある。こ
の点について、サービス事業所の担当者の同意を得るとともにサービス事業所の担当者の過度な負
担とならないよう、情報収集を依頼する項目や情報量については留置が必要である。なお、サービ
ス事業所の担当者に情報収集を依頼するに当たっては、別途通知する「情報連携シート」を参考さ
れたい。
ホ 主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得る方法としては、サービス担当者会議のほか、
利用 者の通院や訪問診療への立会時における主治の医師への意見照会や、サービス事業所の担
当者との日頃の連絡調整の際の意見照会も想定されるが、いずれの場合においても、合意に至るまで
の過程を記録しておくことが必要である。
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項 目 概 要 根拠法令等 解釈、留意点等

指定居宅介
護（予防）支
援の具体的
取り扱い方
針

〇指定居宅介護（予防）支援の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむ得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動

を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行っては

ならない。（新設）

○身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記

録しなければならない。（新設）

・居宅介護支援
運営基準第16条第
・介護予防支援
運営基準第36条

〇当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急や
むを得ない場合を除き、身体拘束等を行ってはならず、緊急やむを得な
い場合に身体拘束等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際
の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければ
ならないこととしたものである。
〇緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つ
の要件を満たすことについて、組織としてこれらの要件の確認等の手続き
をきわめて慎重に行うこととし、その具体的な内容について記録しておくこ
とが必要。
〇記録は２年間保存すること。
※厚生労働省令で定める基準を参酌するものとし、２年間ではなく５年間保
存しなければならない。
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項 目 概 要 根拠法令等 解釈、留意点等

従業員の
員数

〇指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに
1以上の員数の指定居宅介護支援の提供に当たる介護支援専
門員であって常勤であるものをおかなければならない。（ につ
いて新設）
〇前項に規定する員数の基準は、利用者の数（当該指定居宅
介護支援事業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて
受け、又は法第１１５条の２３第３項の規定により地域包括支援
センターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託を
受けて、当該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防
支援（法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。
以下この項及び第１６条第３０号において同じ。）を行う場合に
あっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の
数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３
分の１を乗じた数を加えた数。次項において同じ。）が４４又はそ
の端数を増すごとに１とする。
〇 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、
公益社団法人国民健康保険中央会（昭和３４年１月１日に社団
法人国民健康保険中央会という名称で設立された法人をい
う。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指定
居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された
居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理システム
を利用し、かつ、事務職員を配置している場合における第１項に
規定する員数の基準は、利用者の数が４９又はその端数を増す
ごとに１とする。

・居宅介護支援
運営基準第６条

（ について新設）
〇当該常勤の介護支援専門員の配置は利用者の数（当該指定居宅介護支
援事業者が介護予防支援の指定を併せて受け、又は地域包括支援セン
ターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受けて、当該指
定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援を行うにあたっては、当
該事業所における居宅介護支援の利用者の数に当該事業所における指定
介護予防支援の利用者の数に3分の1を乗じた数を加えた数。以下において
同じ。）44人（当該指定居宅介護支援事業所においてケアプランデータ連携
システムを活用し、かつ、事務職員を配置している場合は49人）に対して1人
を基準とするものであり、利用者の数が44人（当該指定居宅介護支援事業
所においてケアプランデータ連携システムを活用し、かつ職員を配置してい
る場合は49人）又はその端数をますごとに増員するものとする。ただし、当該
増員に係る介護支援専門員については非常勤とすることを妨げるものではな
い。なお、地域における介護支援専門員や居宅介護支援事業所の充足状
況等も踏まえ、緊急的に利用者を受け入れなければならない等のやむを得
ない理由により利用者の数が当該基準を超えてしまった場合においては、直
ちに運営基準違反とすることのないよう留意されたい。
〇また、当該非常勤の介護支援専門員に係る他の業務との兼務については、
介護保険施設に置かれた常勤専従の介護支援専門員との兼務を除き、差
し支えないものであり、当該他の業務とは必ずしも指定居宅サービス事業の
業務を指すものではない。
〇なお、事務職員の配置については、その勤務形態は常勤の者でなくても差し
支えない。また、当該事業所内の配置に限らず、同一法人内の配置でも認
められる。勤務時間数については特段の定めを設けていないが、当該事業
所における業務の実情を踏まえ、適切な数の人員を配置する必要がある。
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